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(証券コード8912)

平成26年９月10日

株 主 各 位
東京都新宿区西新宿六丁目５番１号

株 式 会 社 エ リ ア ク エ ス ト
代表取締役社長 清 原 雅 人

第15回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第15回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成26年９月25日（木曜日）午前10時

２．場 所 東京都新宿区西新宿六丁目５番１号

新宿アイランドタワー　12階　会議室

（会場が前回と異なっておりますので、末尾の会場ご案内図

をご参照いただき、お間違いのないようご注意ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第15期（平成25年７月１日から平成26年６月30日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の

連結計算書類監査結果報告の件

２．第15期（平成25年７月１日から平成26年６月30日まで）

計算書類報告の件

以　上

１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の出席票を会場受付にご提出くださいますようお願い

申し上げます。

２．事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正すべき事情が生じた場合は、インターネット上

の当社ウェブサイト（http://www.area-quest.com）において修正後の事項を掲載させていた

だきます。

－ 1 －

株主各位
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添付書類

事　 業　 報　 告

(平成25年７月１日から
平成26年６月30日まで)

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、政府による経済政策を背景と

した金融緩和・景気対策などにより円安・株高が進行し、また東京五輪開

催が決定するなど、景気回復への期待は高まりつつあり、個人消費の持ち

直しや雇用情勢の改善等、景気回復への明るい兆しが見られました。しか

しながら、新興国経済の減速懸念、消費税増税による消費減退の可能性な

ど、依然として先行き不透明な状況が継続しております。

　不動産業界においては、企業の出店意欲の低下や個人消費の抑制から回

復の兆しが見られ、空室率も改善傾向にあるものの、依然として賃料水準

が弱含みで推移するなど、事業環境は厳しい状況にあります。

　このような厳しい環境下、当社グループにおきましては、人材採用費等

を拡大するなど、積極的に攻める姿勢に転じ、成功報酬型の売上構造から

ストック収入型の売上拡大を更に推し進めるとともに、成功報酬型の売上

の立直しを図り、ストック収入型の売上を前連結会計年度より331,501千円

増加させ885,506千円とし、安定した収益力の強化に努めてまいりました。

　この結果、当連結会計年度の業績は、売上高1,147,764千円（前連結会計

年度比40.1％の増加）、営業利益100,873千円（前連結会計年度比104.3％

の増加）、経常利益102,094千円（前連結会計年度比102.3％の増加）、当

期純利益は143,224千円（前連結会計年度比279.2％の増加）となりました。

－ 2 －

当連結会計年度の事業の状況



2014/08/28 18:59:35 / 14014246_株式会社エリアクエスト_招集通知

なお、事業別の売上高及び概況は次のとおりであります。
（単位：千円、％）

期別

事業の種類別
セグメントの名称

第14期
（平成25年６月期）

第15期
（平成26年６月期）

金　　額 金　　額 前期比

不動産ソリューション事業 819,360 1,147,764 140.1

テ ナ ン ト 誘 致 事 業 251,556 230,248 91.5

更 新 及 び 契 約 管 理 事 業 82,630 94,443 114.3

ビ ル 管 理 事 業 485,174 823,071 169.6

計 819,360 1,147,764 140.1

②　設備投資の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の

総額は140,067千円であります。主なものは、子会社のビル管理事業内のサ

ブリース事業に係る賃貸借物件の内装工事等であります。

③　資金調達の状況

　該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　当社は、平成25年８月９日をもって株式会社まや商会の発行済株式のす

べてを取得し、100％子会社といたしました。

－ 3 －

当連結会計年度の事業の状況
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

期

区　　分

第12期

(平成22年７月～
　平成23年６月)

第13期

(平成23年７月～
　平成24年６月)

第14期

(平成24年７月～
　平成25年６月)

第15期

(平成25年７月～
　平成26年６月)
当連結会計年度

売 上 高(千円) 595,697 646,111 819,360 1,147,764

経常利益又は
損失（△）

(千円) △43,568 5,954 50,468 102,094

当期純利益又は
損失（△）

(千円) △50,970 19,169 37,772 143,224

１株当たり当期純利益
又は損失（△）

(円) △242.75 91.30 1.80 6.82

総 資 産(千円) 540,058 593,732 929,289 1,261,650

純 資 産(千円) 429,057 429,216 531,507 596,138

（注）１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示し、１株当たり当期純利益又は損失は小数点第

２位未満を四捨五入して表示しております。

２．１株当たり当期純利益又は損失は、自己株式数控除後の期中平均発行済株式総数に基

づき算出しております。

３．第14期において、平成25年２月１日付で普通株式１株につき普通株式100株の割合で株

式分割を行っております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

名 称 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社エリアクエスト
不動産コンサルティング

30,000千円 100％
更新及び契約管理事業、並びにビ
ル管理事業

株式会社エリアクエスト
店 舗 ＆ オ フ ィ ス

30,000千円 100％
テナント誘致事業、並びにビル管
理事業内サブリース事業

株 式 会 社 ま や 商 会 10,000千円 100％ ビル管理事業内サブリース事業

（注）株式会社まや商会は、平成25年８月９日に発行済株式の100％を取得し子

会社としております。

－ 4 －

直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況
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(4) 対処すべき課題

　当社グループは、次のような課題に取り組んでまいります。

①　売上の拡大

　積極的に人材の確保を行うことで成功報酬型の売上を立て直し、更なる

売上向上を図ってまいります。

②　売上構造改革の加速

　不動産ソリューション事業の更なる業容拡大を目指しながら、成功報酬

型の売上構造からストック収入型の売上拡大を引き続き図ってまいります。

(5) 主要な事業内容（平成26年６月30日現在）

　当社グループの主要な事業は、事業用不動産のビル所有者又はビル経営者

に対して、ビルの収益性を追求し資産価値を維持・向上させるためのサービ

スを提供し、同時に、事業用不動産を使用する借主に対して、日常的なファ

シリティ（施設）を効率よく運営するためのサービスを提供する不動産ソリ

ューション事業であります。

(6) 主要な営業所（平成26年６月30日現在）

会　社　名 名　称 所　在　地

株式会社エリアクエスト 本社 東京都新宿区

株式会社エリアクエスト不動産コンサルティング 本社 東京都新宿区

株式会社エリアクエスト店舗＆オフィス 本社 東京都新宿区

－ 5 －

対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所
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(7) 従業員の状況（平成26年６月30日現在）

①　企業集団の従業員の状況

人 数 前連結会計年度末比増減

37名 2名増

②　当社の従業員の状況

人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

10名 5名増 32.7歳 3.8年

(8) 主要な借入先（平成26年６月30日現在）

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 東 日 本 銀 行 35,334千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 16,500千円

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 12,180千円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 6 －
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成26年６月30日現在）

①　発行可能株式総数 86,480,000株

②　発行済株式の総数 22,500,000株（自己株式1,502,900株を含む）

③　株主数 5,246名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持株数（株） 持株比率（％）

清 原 雅 人 5,379,000 25.6

清 原 元 輔 1,800,000 8.6

鈴 木 　 洋 1,680,800 8.0

伊 　 藤 　 真 奈 美 420,000 2.0

小 林 祐 司 379,400 1.8

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 363,700 1.7

松 井 証 券 株 式 会 社 301,000 1.4

エリアクエストグループ従業員
持 株 会

295,700 1.4

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 250,600 1.2

有限会社グローバルテクノロジー 200,000 1.0

（注）１．持株比率は自己株式1,502,900株を除外して計算しております。

　　　２．当社は、自己株式1,502,900株を保有しておりますが、上記大株主から除外しておりま

す。

－ 7 －

株式の状況
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(2) 新株予約権等に関する事項

①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等

の状況（平成26年６月30日現在）

　該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付された新株予

約権等の状況

　　　　　該当事項はありません。

－ 8 －

新株予約権等に関する事項
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成26年６月30日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 清 原 雅 人
子会社(株)エリアクエスト不動産コンサルティング代表取締役
子会社(株)エリアクエスト店舗＆オフィス代表取締役

取 締 役 鈴 木 　 洋 (株)ベルテクノ代表取締役社長

取 締 役 杉 本 正 貴
子会社(株)エリアクエスト不動産コンサルティング取締役
子会社(株)エリアクエスト店舗＆オフィス取締役

常 勤 監 査 役 丸 山 秀 治

監 査 役 水 上 孝 一 (株)ケイ・エム・シー代表取締役

監 査 役 石 川 盛 章 親和ビル(株)取締役

（注）１．取締役　鈴木洋氏は、社外取締役であります。

２．監査役　丸山秀治氏、水上孝一氏及び石川盛章氏は、社外監査役であります。

３．当社は、監査役　水上孝一氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。

②　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

３名
（１名）

52,587千円
（987千円）

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

３名
（３名）

7,440千円
（7,440千円）

計
（う ち 社 外 役 員）

６名
（４名）

60,027千円
（8,427千円）

（注）１．上記には、平成25年９月25日開催の第14回定時株主総会終結の時をもって退任した取

締役１名）を含んでおります。

２．上記には、無報酬の取締役１名（うち社外取締役１名）を含んでおりません。

３．取締役の報酬限度額は年額80,000千円以内、監査役の報酬限度額は年額25,000千円以

内であります。

－ 9 －

会社役員の状況
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③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役鈴木　洋氏は、株式会社ベルテクノの代表取締役社長を兼務し

ております。なお、当社と株式会社ベルテクノとの間には特別な関係

はありません。

・監査役水上　孝一氏は、株式会社ケイ・エム・シーの代表取締役を兼

務しております。なお、当社と株式会社ケイ・エム・シーとの間には

特別な関係はありません。

・監査役石川　盛章氏は、親和ビル株式会社の取締役を兼務しておりま

す。なお、当社と親和ビル株式会社との間には特別な関係はありませ

ん。

ロ．当事業年度における主な活動状況

区　分 氏　　名 活 動 状 況

取 締 役 鈴 木 　 洋

当事業年度に開催された取締役会15回のうち10回に出席い

たしました。取締役会の意思決定の妥当性等を確保するた

めの発言を適宜行っております。

常勤監査役 丸 山 秀 治

当事業年度に開催された取締役会15回のうち14回に出席

し、監査役会7回のうちすべてに出席いたしました。取締役

会及び監査役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するた

めの発言を適宜行っております。

監 査 役 水 上 孝 一

当事業年度に開催された取締役会15回のうち14回に出席

し、監査役会7回のうちすべてに出席いたしました。取締役

会及び監査役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するた

めの発言を適宜行っております。

監 査 役 石 川 盛 章

当事業年度に開催された取締役会15回のうち9回に出席

し、監査役会7回のうちすべてに出席いたしました。取締役

会及び監査役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するた

めの発言を適宜行っております。

ハ．責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外役員とは、責任限定契約を締結しておりません。

－ 10 －

会社役員の状況
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　三優監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18,000千円

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき
金銭その他の財産上の利益の合計額

18,000千円

（注）当社と会計監査人との監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監

査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る

会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、監査役会の同意を得た上で、又は、監査役会の請

求に基づいて、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とす

ることといたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任

いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集

される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報

告いたします。

－ 11 －

会計監査人の状況
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(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

　企業倫理規程をはじめとするコンプライアンス体制に係る規程を役職員

が法令・定款を遵守した行動をとるための規範としております。また、そ

の徹底を図るため、内部監査部門は、コンプライアンスの状況を監査して

おります。これらの活動は定期的に取締役会及び監査役会に報告しており

ます。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　文書管理規程に従い、取締役の職務の執行に係る情報を文書又は電磁的

媒体に記録し、保存しております。取締役及び監査役は、文書管理規程に

より、常時これらの文書等を閲覧できる体制をとっております。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　それぞれの担当部署にて、マニュアルの整備及び研修の実施を行い、リ

スク状況の監視及び全社的対応は総務部門が担当しております。また、「お

客様相談室」を通じてクレーム発生と対応状況を一元管理し、その内容を

定期的に取締役に報告しております。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は、全社的な目標を定め、また、業務担当取締役は各部門の具

体的な目標を含めた効率的な達成方法を定めるものとしております。また、

全社的な業務の効率化を実現するためにシステム構築を行っております。

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

　子会社の内部監査を当社が直接的に行うことにより、内部統制の実効性

を高めております。また、グループ幹部会議を通じてグループ各社の幹部

を直接的に育成し、法令遵守・リスク管理体制を構築しております。
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⑥　監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項及び使用人の取締役から

の独立性に関する事項

　監査役は、監査業務に必要な事項を内部監査部門の使用人に直接命じる

ことができる体制を整えております。また、その処遇については取締役と

監査役が意見交換を行っております。

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報

告に関する体制

　取締役及び使用人は、監査役に対して、当社及び子会社に重大な影響を

及ぼす事項が発生した時は、速やかに報告する体制を整備しております。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役と代表取締役及び取締役との間で定期的に意見交換を行う場を設

置しております。

⑨　反社会的勢力排除のための体制

　当社及び当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会

的勢力に対して毅然とした姿勢で臨み、不当・不正な要求を断固拒絶する

とともに、反社会的勢力との関係を遮断することに努め、公共の信頼を維

持し、適切かつ健全な業務の遂行を確保する体制をとっております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成26年６月30日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

の れ ん

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

敷 金 及 び 保 証 金

保 険 積 立 金

会 員 権

そ の 他

貸 倒 引 当 金

270,679

100,934

107,565

62,179

990,970

308,041

216,848

1,479

30,965

32

31,856

26,859

136,028

11,703

118,100

3,882

2,342

546,900

156,242

38,939

21,718

299,581

14,239

25,649

530

△10,000

流 動 負 債 169,494

買 掛 金 28,072

短 期 借 入 金 16,000

１年内返済予定長期借入金 9,636

リ ー ス 債 務 5,057

未 払 金 33,929

未 払 法 人 税 等 15,824

そ の 他 60,974

固 定 負 債 496,017

長 期 借 入 金 38,378

リ ー ス 債 務 28,206

繰 延 税 金 負 債 33,707

長 期 預 り 保 証 金 352,645

そ の 他 43,080

負 債 合 計 665,512

純 資 産 の 部

科 目 金 額

株 主 資 本 629,232

資 本 金 991,100

資 本 剰 余 金 418,976

利 益 剰 余 金 △532,602

自 己 株 式 △248,241

その他の包括利益累計額 △33,093

その他有価証券評価差額金 △33,093

純 資 産 合 計 596,138

資 産 合 計 1,261,650 負 債 及 び 純 資 産 合 計 1,261,650

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連 結 損 益 計 算 書

(平成25年７月１日から
平成26年６月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,147,764

売 上 原 価 719,851

売 上 総 利 益 427,912

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 327,039

営 業 利 益 100,873

営 業 外 収 益

受 取 利 息 64

そ の 他 営 業 外 収 益 3,538 3,602

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,572

そ の 他 営 業 外 費 用 809 2,381

経 常 利 益 102,094

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 84,953

保 険 解 約 益 1,188

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 9,139

そ の 他 特 別 利 益 971 96,253

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 303

投 資 有 価 証 券 売 却 損 16,021

投 資 有 価 証 券 評 価 損 15,519

会 員 権 評 価 損 1,075

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 3,450

そ の 他 特 別 損 失 874 37,243

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 161,104

法人税、住民税及び事業税 18,006

法 人 税 等 調 整 額 △126 17,879

少数株主損益調整前当期純利益 143,224

当 期 純 利 益 143,224

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結株主資本等変動計算書

(平成25年７月１日から
平成26年６月30日まで)

（単位：千円）

株　　　主　　　資　　　本
その他の包括
利 益 累 計 額

純 資 産
合 計

資 本 金
資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

自己株式
株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

当 期 首 残 高 991,100 418,976 △675,827 △248,241 486,007 45,499 531,507

連結会計年度中の変動額

当 期 純 利 益 143,224 143,224 143,224

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△78,593 △78,593

連結会計年度中の変動額合計 － － 143,224 － 143,224 △78,593 64,630

当 期 末 残 高 991,100 418,976 △532,602 △248,241 629,232 △33,093 596,138

　　　（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結注記表

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（連結の範囲等に関する事項）

１．連結子会社の数　　　　　　　　　３社

連結子会社の名称　　　　　　　株式会社エリアクエスト不動産コンサルティング

株式会社エリアクエスト店舗＆オフィス

株式会社まや商会

尚、株式会社まや商会は平成25年８月９日に株式を取得したため、当連結会計年度より連結

範囲に含めております。

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

（会計処理基準に関する事項）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券　　　　　　　　　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産

旧定率法。但し、建物（建物附属設備を除く）については旧

定額法。

平成19年４月１日以後に取得した有形固定資産

定率法。但し、建物（建物附属設備を除く）については定額

法。

尚、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　８年～50年

器具及び備品　　４年～15年

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償

却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却

する方法によっております。

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては社内における見込利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっております。
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（３）長期前払費用　　　　 定額法によっております。

（４）リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ

っております。

３．引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　　　　  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

４．消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 272,880千円
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Ⅲ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 22,500,000株

２．自己株式の種類及び総数に関する事項

連結会計年度の末日における自己株式の数

普通株式 1,502,900株

３．剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

　該当する事項はありません。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

　該当する事項はありません。

４．連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

  該当する事項はありません。
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Ⅳ．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については原則として短期的な預金等とし、また、資金調達

については主に銀行等の金融機関借入による方針です。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、当社グループの内規に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う体制として

おります。投資有価証券は、主に株式であり、市場価格の変動リスクや、発行体の信用

リスクに晒されております。当該リスクに関しては、定期的に発行体の財務状況等を把

握し、保有状況を継続的に見直す体制としております。敷金及び保証金は、主として本

社の賃貸借契約に伴い支払った敷金及び子会社のビル管理事業内のサブリース事業に係

る賃貸借契約に伴い支払った保証金からなり、相手先の信用リスクに晒されております。

会員権は、会員権相場の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、日刊

新聞又は会員権取扱店（インターネットサイトを含む。）等にて相場（時価）の把握を

行っております。営業債務である買掛金、及び未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の

支払期日であります。借入金は、主に設備投資に係る資金調達であり、金利の変動リス

クに晒されております。当該リスクに関しては、借入金の残高からして金利の変動によ

り業績に与える影響は軽微であります。長期預り保証金は、子会社のビル管理事業内の

サブリース事業に係る賃貸借契約に伴い預かった保証金です。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んで

いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもありま

す。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成26年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれ

ておりません。（（注）２．参照）

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 100,934 100,934 －

(2) 売掛金 107,565 107,565 －

(3) 投資有価証券 129,245 129,245 －

(4) 敷金及び保証金(※) 299,581 296,184 △3,397

(5) 会員権 25,649 22,940 △2,709

資産計 662,975 656,869 △6,106

(1) 買掛金 28,072 28,072 －

(2) 未払金 33,929 33,929 －

(3) 短期借入金 16,000 16,000 －

(4) 長期借入金 48,014 48,450 436

(5) 長期預り保証金 352,645 348,297 △4,348

負債計 478,661 458,749 △3,911

（※）敷金及び保証金には敷金が含まれており、「連結貸借対照表計上額」及び「時価」には敷

金の回収が最終的に見込めないと認められる部分の未償却残高が含まれております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

　これらの時価については、取引所の価格によっております。

(4) 敷金及び保証金

　これらの時価の算定は、返還予定時期を合理的に見積もった上で、回収可能性を反

映した受取見込額を、実質的な契約期間に対応する無リスクの利子率で割り引いた現

在価値によって算定しております。
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(5) 会員権

　これらの時価については、日刊新聞又は会員権取扱店（インターネットサイトを含

む。）等の相場によっております。

負債

(1) 買掛金、（2) 未払金、(3) 短期借入金、

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

(4) 長期借入金

　これらは元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値によって算定しております。

(5) 長期預り保証金

　これらの時価の算定は、返還予定時期を合理的に見積もった上で、返還見込額を、

実質的な契約期間に対応する無リスクの利子率で割り引いた現在価値によって算定し

ております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式等 26,997

　これらについては、市場価格がなく、かつキャッシュ・フローを見積もることなどが

できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価証券」に

は含めておりません。

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内（千円）

現金及び預金 100,934

売掛金 107,565

合計 208,500

４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内

（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

長期借入金 9,636 36,428 1,950

合計 9,636 36,428 1,950

－ 22 －

連結注記表
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Ⅴ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 28円39銭

２．１株当たり当期純利益 6円82銭

Ⅵ．重要な後発事象に関する注記

　該当する事項はありません。

－ 23 －

連結注記表
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成26年８月12日

株式会社エリアクエスト

取締役会　御中

三優監査法人
代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 遠 藤 　 今 朝 夫 

業務執行社員 公認会計士 川 村 　 啓 文 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エリアクエストの平成25
年７月１日から平成26年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め
られる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これ
に基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検
討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社エリアクエスト及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示して
いるものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上

－ 24 －

連結会計監査報告
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告

連結計算書類に係る監査報告書

　当監査役会は、平成25年７月１日から平成26年６月30日までの第15期事業

年度に係る連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本

等変動計算書及び連結注記表）に関して、各監査役が作成した監査報告書に

基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。

　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、連結

計算書類について取締役及び使用人等から報告を受け、必要に応じて説明

を求めました。また、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監

査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま

た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための

体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管

理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨

の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当

該事業年度に係る連結計算書類について検討いたしました。

２．監査の結果

　会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

平成26年８月28日

株式会社エリアクエスト　監査役会

常勤監査役 丸 山 秀 治 

監　査　役 水 上 孝 一 

監　査　役 石 川 盛 章 

（注）　監査役　丸山秀治、水上孝一及び石川盛章は、会社法第２条第16号

及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以　上

－ 25 －

連結監査役会の監査報告
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貸　借　対　照　表
（平成26年６月30日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

関係会社長期貸付金

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

会 員 権

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

91,207

20,572

14,549

55,559

525

862,991

98,778

38,527

1,479

25,832

32

31,856

1,050

5,011

3,882

1,129

759,200

69,197

233,200

12,915

388,802

1,218

23,478

25,649

14,239

500

△10,000

流 動 負 債 56,284

リ ー ス 債 務 5,057

未 払 金 29,139

未 払 法 人 税 等 9,573

そ の 他 12,513

固 定 負 債 28,206

リ ー ス 債 務 28,206

負 債 合 計 84,490

純 資 産 の 部

科 目 金 額

株 主 資 本 874,350

資 本 金 991,100

資 本 剰 余 金 418,976

その他資本剰余金 418,976

利 益 剰 余 金 △287,484

その他利益剰余金 △287,484

繰越利益剰余金 △287,484

自 己 株 式 △248,241

評価・換算差額等 △4,642

その他有価証券評価差額金 △4,642

純 資 産 合 計 869,707

資 産 合 計 954,198 負 債 及 び 純 資 産 合 計 954,198

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）

－ 26 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書

(平成25年７月１日から
平成26年６月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 274,800

売 上 原 価 －

売 上 総 利 益 274,800

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 299,476

営 業 損 失 24,676

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,925

そ の 他 営 業 外 収 益 526 3,452

営 業 外 費 用

支 払 利 息 517 517

経 常 損 失 21,740

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 84,953

保 険 解 約 益 1,188

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 9,139 95,281

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 303

投 資 有 価 証 券 売 却 損 7,273

投 資 有 価 証 券 評 価 損 15,519

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 3,450

会 員 権 評 価 損 1,075

そ の 他 特 別 損 失 874 28,496

税 引 前 当 期 純 利 益 45,044

法人税、住民税及び事業税 8,283 8,283

当 期 純 利 益 36,761

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）

－ 27 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

(平成25年７月１日から
平成26年６月30日まで)

（単位：千円）

株　　　主　　　資　　　本 評価・換算差額等

純 資 産
合 計資 本 金

資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

自己株式
株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

その他資本剰余金

そ の 他 利 益
剰 余 金

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 991,100 418,976 △324,245 △248,241 837,589 42,828 880,417

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 36,761 36,761 36,761

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

△47,471 △47,471

事業年度中の変動額合計 － － 36,761 － 36,761 △47,471 △10,710

当 期 末 残 高 991,100 418,976 △287,484 △248,241 874,350 △4,642 869,707

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）

－ 28 －

株主資本等変動計算書
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個別注記表

Ⅰ．重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

その他有価証券　　　　　　　　　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産

旧定率法。但し、建物（建物附属設備を除く）については旧

定額法。

平成19年４月１日以後に取得した有形固定資産

定率法。但し、建物（建物附属設備を除く）については定額

法。

尚、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　８年～50年

器具及び備品　　４年～15年

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償

却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却

する方法によっております。

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては社内における見込利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（３）長期前払費用　　　　 定額法によっております。

（４）リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ

っております。

３．引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

４．消費税等の会計処理方法

　税抜方式によっております。

－ 29 －

個別注記表
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記

１．関係会社に対する金銭債権

短期金銭債権 54,238千円

長期金銭債権 388,802千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 245,142千円

Ⅲ．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 274,800千円

受取利息 2,884千円

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 1,502,900株

Ⅴ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 168,253千円

投資有価証券評価損 10,497千円

関係会社株式評価損 91,951千円

その他有価証券評価差額金 1,654千円

貸倒引当金繰入超過額 3,564千円

会員権評価損 6,710千円

その他 1,705千円

繰延税金資産小計 284,337千円

評価性引当額 △284,337千円

繰延税金資産合計 －千円

－ 30 －

個別注記表
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Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記

　子会社

種 類 会 社 等 の 名 称
議決権等の
保 有 割 合

関連当事者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子会社
㈱エリアクエスト不動産
コ ン サ ル テ ィ ン グ

直接 100％ 業 務 委 託 業務委託料等の受取 170,400 未収入金 30,912

子会社
㈱ エ リ ア ク エ ス ト
店 舗 ＆ オ フ ィ ス 直接 100％

業 務 委 託 業務委託料等の受取 104,400 未収入金 23,325

運転資金の貸付
運 転 資 金 の 貸 付 150,000

長期貸付金 330,000
利 息 の 受 取 2,340

子 会 社 ㈱ ま や 商 会 直接 100％ 運転資金の貸付
運 転 資 金 の 貸 付 60,954

長期貸付金 58,802
利 息 の 受 取 544

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消費税

等を含めております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

一般取引先と同様の条件であります。

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 41円42銭

２．１株当たり当期純利益 1円75銭

Ⅷ．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 31 －
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成26年８月12日

株式会社エリアクエスト

取締役会　御中

三優監査法人
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 遠 藤 　 今 朝 夫 

業 務 執 行 社 員 公認会計士 川 村 　 啓 文 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エリアクエストの平
成25年７月１日から平成26年６月30日までの第15期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監
査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に
公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計
算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成25年７月１日から平成26年６月30日までの第15期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を

図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他

重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及

び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事

業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必

要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整

備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用

の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明

いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通

及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書につ

いて検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して

いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から

「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則

第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10

月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応

じて説明を求めました。以上の方法に基づき当該事業年度に係る計算書類

（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びそ

の附属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反

する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役

の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

平成26年８月28日

株式会社エリアクエスト　監査役会

常勤監査役 丸 山 秀 治 

監　査　役 水 上 孝 一 

監　査　役 石 川 盛 章 
 (注) 　監査役　丸山秀治、水上孝一及び石川盛章は、会社法第２条第16号及び第335条第３

項に定める社外監査役であります。
以　上

以　上
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第15回定時株主総会会場ご案内図

会　場：東京都新宿区西新宿六丁目５番１号

新宿アイランドタワー　12階　会議室

東京メトロ丸ノ内線
東京医科
大学病院

新宿中央公園
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株主総会会場までの交通のご案内

◎新宿駅西口から徒歩約10分

◎東京メトロ丸ノ内線西新宿駅から徒歩約30秒

◎都営地下鉄大江戸線都庁前駅から徒歩約８分

地図




